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  ■論文要旨■

  現在、環境庁国立環境研究所地球環境研究センター殿では、十数の地球環境モニタリ

ング事業を推進しており、着実にその成果をあげつつある。これらの観測データを統合

的に管理し、インターネットを利用したデータ公開を行うシステムの構築を行った。

  各事業の観測データは多種多様であり、観測項目、場所、装置、データ処理の方法な

ど、データを補足する情報（メタ情報）も多種多様である。したがってデータベース上

に統一的なフォーマットでテーブルを作成し管理を行うことができないことが、設計上

の大きな問題となった。

  本システムは、オラクル社の提供している RDBMS と WWW サーバソフトを用い、

メタ情報を RDBMS 上で管理し、データファイルを UNIX のディスク上で管理すること

により、上述の問題を克服することができた。

  本論文では、このデータ管理・提供を行った方策を中心に述べ、関連するシステム概

要や運用についても述べる。
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1. はじめに

  環境問題は、身近でかつ関心がますます高くなっている問題である。環境問題は、ごみ

問題や工場からの排水といった局所的な問題から、地球温暖化やオゾン層の破壊といった

地球規模の問題まで様々である。国内において環境分野の中心的な研究機関である環境庁

国立環境研究所（National Institute for Environmental Studies。以下、ＮＩＥＳと略す）

では、上述のような様々な環境問題に関する観測事業、研究を積極的に推し進めている。

  ＮＩＥＳにおいて、特に地球環境問題に関する研究を行っているのが、地球環境研究セ

ンター（Center for Global Environmental Research。以下、ＣＧＥＲと略す）である。

  ＣＧＥＲでは、1990 年の創立以来、地球温暖化、オゾン層の破壊、海洋汚染などの分野

において、十数の地球環境モニタリング事業を推進している。地球環境問題を理解する上

で貴重な観測データが蓄積・解析されており、着実にその成果をあげつつある。

  本システムは、それらの蓄積された観測データをコンピュータ上で一括管理し、事業の

紹介と合わせてインターネットを通じて利用者に提供することを目的として作成された。

しかし、十数ある事業の観測データは、観測項目、データフォーマット、サイズなど多種

多様であり、それらをデータベース上で統一フォーマットで管理することができないこと

が、設計上の大きな問題となった。

  これらの点を解決するために、データ自身はデータベース化せず、データを管理するた

めに必要な情報やデータの特性を表す情報などの“メタ情報”をデータベース化した。こ

のメタ情報データベースを、データの統合的管理及びデータ提供などのデータ利用に活用

することで、問題の解決を図った。メタ情報とは一般的には情報元のインデックス情報を

意味するが、ここでは、データ管理やデータ利用上必要となる情報も含む。そのためメタ

情報の選定にはシステム構築技術のほか、各事業の専門知識が必要である。

  富士通エフ・アイ・ピー株式会社では早くから環境問題をビジネスととらえ、研究支援

システムや環境コンサルティング業を行ってきた。現在まで蓄積された地球環境問題に関

するノウハウとシステム構築ノウハウを元に、本システムの構築を行った。

2. 背景

2.1 様々な地球環境問題

  一口に「地球環境問題」と言っても対象となる個々の現象は複雑であり、その時間的・

空間的スケールは様々である。そのスケールマップを図 1 に示す。

  空間スケールについては、土地資源の変化といった地域環境的なスケールから、太陽活

動といった地球規模のスケールまで様々である。また時間スケールについても、月や季節

ごとに変動する気象といったものから、気候変動や地殻変動といった何千年・何万年とい

ったスケールで変化するものもある。



図１ 地球環境の諸現象の時間的・空間的スケールマップ

2.2 ＣＧＥＲにおける地球環境モニタリング事業

  ＣＧＥＲでは、この多種多様な地球環境問題に対し、オゾン層の問題、地球温暖化、森

林破壊、水質問題などのモニタリング事業を展開している。

  ＣＧＥＲで行われている事業を図２に示す。観測事業は国内にとどまらず、東アジアや

太平洋上でも行われている。また国際的な観測事業（GEMS／Water、衛星 ADEOS など）

にも参画しており、多方面で多種多様な地球環境モニタリングを推進している。

  各観測事業は、それぞれ独自の観測手法で事業を行っている。したがって、データファ

イルも全事業で統一されたフォーマットはなく、各事業が研究・解析に適したデータフォ

ーマットを使用している。また、国際機関と連携している事業や国際的なデータセンター

にデータを登録する場合は、その機関に合わせたデータフォーマットを使用するなど、デ

ータファイルのフォーマットも多種多様である。



図２ ＣＧＥＲ地球環境モニタリング事業マップ

  地球温暖化、オゾン層破壊、海洋汚染、森林現象各分野の４事業を例にとり、事業やデ

ータの違いを比較した結果を表１に示す。

  表１にあるように、観測項目のみならずデータを取る間隔やデータの形式も大きく異な

っている。したがって、データ自体を共通フォーマットで管理することが不可能である。



表１ 事業間のデータの比較

3 .  C G E R のモニタリング事業紹介・データ公開とシステム要件

   CGER はこれら様々なモニタリング事業への取り組みを一般に広く紹介するとともに、

観測したデータを学術目的だけでなく一般のユーザが利用できるようなデータ公開を考え

た。以前は、そうした事業紹介はパンフレットなどの紙媒体で配布され、データはフロッ

ピィ、テープなどの磁気媒体で送付されるのが通例であった。しかし近年のインターネッ

トの普及及びコンピュータ技術の発展で、それら事業紹介とデータ提供を WWW(World
Wide Web)を介してネットワーク上で行えるようにし、利用者だけでなく管理者の負荷を

低減するように試みた。そのデータ提供に際しては、以下の点を考慮する必要があった。

(1 )  メタ情報とともにデータを管理・提供すること

  データファイルのみを利用者に提供すると、そのデータ結果がどのようにして作成され

たものかが利用者にわからないため、誤ったデータ利用を行う可能性がある。このため、

データ提供時には、データファイルとともにメタ情報も添付して提供する必要がある。

(2 )  利用者に応じたデータ提供を行うこと

  観測データは、通常観測された生データをいくつかの段階を経て加工・変換される。専



門知識を有さない一般人に生データを提供することは、利用者のデータ解析の混乱を招く

ばかりでなく、誤ったデータ利用を引き起こす可能性がある。このため、データ利用者に

よって提供するデータの種類を、管理者が設定できるようにする必要がある。

(3 )  データの提供先を把握できること

  ＣＧＥＲのデータ管理者が、データ利用状況を把握してよりよいデータ提供を行えるよ

うにデータの提供先を把握する必要がある。

(4 )  データ管理を容易に行えること

  一般に、データの管理をコンピュータ上で行うには運用者にコンピュータに関する高い

知識が必要であり、更にデータベースを使用した場合には、RDBMS で使用されるＳＱＬ

文によってこれらを管理することは相当な知識が要求される。これらの知識を必要とせず

に管理者が運用できるような方法を考察する必要がある。

4. メタ情報の選定とデータベース化

上述のシステム要件を考慮すると、いかにデータを確実に効率よく管理できるか、デー

タ提供を確実に行えるかが重要なポイントとなる。そこで本システムの中心的役割を果た

す、“データのインデックス情報であるメタ情報”を整備し、そのメタ情報をデータベース

で管理することを考案した。設計にあたってはシステム構築技術だけでなく、データ利用

の面からそれぞれの観測データに関する知識や事業の内容にも精通している必要がある。

以下に設計時のポイントを示す。

  ①データ管理に必要な、データの所在情報、提供するデータファイルのサイズや更新日、

バージョン管理など様々なデータの管理情報を整備する。

  ②そのデータがいつ、どこで、どのようにして観測されたかといった観測に関連する情

報を整備する。

  ③観測データから現在どのような知見が得られているのか、そのときどのような解析手

法を用いたかといった関連情報を整備し、利用者がより観測データを理解することができ

るようにした。

  以上をもとに、メタ情報を、(1)管理項目、(2)観測項目、(3)関連項目の大きく３項目に

分けて設計をした。データ管理の面からは、(1)、(2)、(3)はいずれも必要な項目である。

データ提供に関しては、(1)は、主にシステムが使用する項目で、(2)、(3)は、利用者への

情報提供時の項目として使用される。以下に各項目の具体的内容を示す。

4.1 管理項目

  データファイルの所在を管理するための項目で、データファイル名やディレクトリ名、

ファイルサイズ、更新日、データ形式、データ利用レベルフラグなどである。データ管理

上必要なだけでなく、データ提供時にもこれらの情報が必要である。表 2 に設計した管理

項目のテーブル内容を示す。



表２ 管理項目のテーブル内容

4.2 観測項目

  観測時の情報を管理するための項目で、観測項目、観測期間、間隔、観測高度、使用し

た観測装置、観測手法などである。データ提供時にはこれらの情報もデータファイルとと

もに提供され、利用者はこれらの情報を基にデータ内容を理解する際に使用する。表 3 に

設計した観測項目のテーブル内容を示す。



表３ 観測項目のテーブル構成

4.3 関連項目

  データの品質情報や利用者への情報提供のための項目である。解析アルゴリズム、発表

論文名、解析結果や知見、他機関の参考データへのリンクなどが管理される。データ利用

者は、これらの情報からモニタリング事業内容やデータに関してより深い理解をすること

ができる。表 4 に設計した関連項目のテーブル内容を示す。



表４ 関連項目のテーブル構成

5. システム構成

5.1 システム全体像

  図 3 にシステム全体構成を示す。

  データファイルはディレクトリ構成で UNIX サーバマシン上に保存し、メタ DB による

データファイルの管理を行う構成とした。データ管理者が登録したデータは、データ利用

者がインターネット上のウェブブラウザ上に表示され、ダウンロードすることができる。

  データダウンロードには、ユーザ ID とパスワードが必要で、一般利用者はウェブ上で

申請すると自動発効される。ＣＧＥＲの地球環境モニタリング事業に参加している研究所

内の方や研究者は、ユーザ管理者が事前にユーザ情報を登録しユーザ ID を交付する。



図 3 システム全体構成

5.2  データベース構成

  図 3 のシステム全体構成のうち、本システムの中心的役割を果たすデータベースの構成

図を図 4 に示す。

  データベースのテーブルはデータ管理テーブルとユーザ管理テーブルの大きく 2 種類あ

る。データ管理テーブルは、上述のメタ情報を管理項目、観測項目、関連項目に分かれて

構成している。実際のデータファイルをデータベースと切り離し、メタ情報をデータベー

ス化することでどのようなデータファイルでも管理できる構成となっている。

  また、ユーザ管理テーブルは本システム利用時に必要となるユーザ ID やパスワードな

どを管理し、このテーブルを利用して、ユーザに応じて提供するデータの種類を変えたり、

どのユーザがどのようなデータファイルを利用しているかを把握したりすることができる。



図 4 データベース構成図

5.3 システム機能

  システムの機能は、(1)データ提供機能、 (2)データ管理機能、(3)ユーザ管理機能、(4)一
般利用者のユーザ新規登録機能の大きく４点である。各機能について以下に示す。

5.3.1 データ提供機能

  ユーザのデータ利用レベルに応じてデータ管理テーブル中の検索条件を変え、提供でき

るデータの一覧をブラウザ上に表示する。テーブルへのアクセスはオラクル社の SQL 言

語の拡張言語であるＰＬ／ＳＱＬを用いる。

  データ提供画面にはデータファイル名だけでなく、最終更新日や観測期間などのメタ情

報も掲載する。データ提供では、メタ情報をデータファイルに添付したものも提供する。

  利用者は、ダウンロード可能なデータファイルを選択すると、ダウンロードを開始する。

  このとき、ＷＷＷサーバはいつ、どのユーザがどのデータファイルをダウンロードした

かをログファイル（テキストファイル）に自動的に書き出す。ここでは、ＰＬ／ＳＱＬで

テーブルにアクセスし、ログファイルの作成には、ファイル I／O のライブラリが充実し

ている Java を使用した。

  データ提供時のメタ DB の役割を図 5 に示す。



  利用者がブラウザ上で利用したいデータを選択すると、メタ DB の管理項目のファイル

名を検索し、ファイルの存在するディレクトリを検索してデータファイルを提供する。デ

ータファイルはメタ情報やデータご利用上の注意などのファイルとともに圧縮されており、

利用者に http プロトコルで転送される。

図 5 データ提供時のメタ DB の役割

5.3.2 データ管理機能

  データ管理では、各観測事業の担当者から登録データの依頼を受け、データ管理者はメ

タ情報とともにデータファイルをデータサーバマシンに登録する。データ登録画面上で、

入力されたメタ情報をデータベースに登録し、データファイルやデータファイルに添付す

るファイルを、ＦＴＰでサーバ上に転送する。

  データ登録画面上での入力結果がサーバに反映される様子を図 6 に示す。



図 6 データ登録内容がデータベースに格納されるまで

  登録はパソコン上で Visual Basic（Microsoft 社）で作成したＧＵＩ画面を用いて行う。

データ管理のＧＵＩ画面のイメージを図 7 に示す。登録ボタンを押下することで、メタ

DB への反映と、データファイルのサーバへの FTP 転送とを同時に行う。

  また、すでに登録したデータの一覧を取得したり、メタ情報の検索や登録データの更新

なども行うことが可能である。



図 7 データ登録画面イメージ

5.3.3 ユーザ管理機能

  データを利用するユーザ情報はデータベース上でテーブル管理している。この目的は、

利用者に応じて提供するデータの種類や数を設定することと、データ提供先をシステム上

で自動的に把握するためである。申請のあったユーザにユーザＩＤとパスワードを発行し、

ユーザのメールアドレス、所属、名前などの情報とともに、データベース上に登録する。

  このユーザ登録機能の目的は、研究所内や共同研究者などのあらかじめ分かっているデ

ータ利用者を登録することと、データ利用レベルを設定することにある。

  データ利用レベルとは、各事業ごとに、そのユーザのその事業の利用できるデータの範

囲のことで、最大３段階に設定することができる。このレベルは、共同で事業を行ってい

る人か否か、専門知識を有する人か否かなどによって、ユーザ管理者が設定する。

  登録された情報はデータベースのユーザ管理テーブル上に格納され、利用者がブラウザ

上で入力するユーザ ID やパスワードのチェックを行うために使用される。

  ユーザ管理を行う画面イメージを図 8 に示す。



図 8 ユーザ管理画面イメージ

5.3.4 一般利用者のユーザ新規登録機能

  一般利用者がデータを利用するには、ブラウザ上でユーザの新規登録を行う。図 9 にブ

ラウザ上でのユーザ新規登録画面イメージを示す。

  画面上で、利用者が所属、名前（漢字）、名前（ひらがな）、メールアドレスを入力する

と、WWW サーバが内容を読み取り、ユーザ ID とパスワードを自動的に発行する。

  利用者は、送られたメールアドレス中のユーザ ID とパスワードを使用して、データ提

供ページにログインすることができる。

  ユーザの情報は、ＰＬ／ＳＱＬを用いてユーザ管理テーブルに登録される。登録が成功

した場合は、Perl スクリプトによって自動的にメール送信される。

  なお、インターネットで本機能によって登録されたユーザは、全事業ともデータ利用レ

ベルは専門知識を有さないレベルで自動設定される。レベルの変更依頼があった場合は、

ユーザ管理者が判断してユーザ登録画面上で設定変更を行う。



図 9 ユーザ新規登録画面イメージ

6. 導入効果

  以前のシステムでは、電話やメールなどで利用者がＣＧＥＲに連絡をとり、データを CD
－ROM やＭＯなどの記憶媒体にコピーし郵送することで提供していた。

  メタ情報を活用して多種多様なデータを管理・提供する本システムの導入によって、利

用者と管理者に以下のような導入効果が得られた。

(1) 利用者

  ①利用者はデータをいつでも即座にインターネットを利用して入手できるようになった。

  ②豊富なメタ情報でデータをより正確に利用できるようになった。

  ③現在どのようなデータが公開されているのかをブラウザ上で検索することが可能とな

った。

(2) 管理者

  ①各事業で管理していたデータを一括して管理できるようになった。

  ②データの提供先の管理を本システムが自動的に行うため、管理者は提供先の管理をす

る際の手間が削減された。

  ③以前、利用者へのデータ提供時に行っていたデータのコピーや郵送などを行う手間が

なくなった。



などの効果が得られた。

7. 今後の構想

  今後の構想として大きく以下の３点が挙げられる。

(1) よりきめ細かいメタ情報を利用者に提供していくこと。

  情報公開法の制定とともに、今後はますます情報公開への期待が高まると予想される。

単にデータを一方的に提供するだけでなくデータを利用する側の立場にたって、よりきめ

細かいメタ情報を提供していくことが必要になってくると思われる。

(2) 管理者のデータ・ユーザ登録作業負担の軽減

  管理者がデータを登録する作業が発生するため、登録内容の半自動的に行えるような管

理者の負担を軽減する必要がある。

(3) データ複合解析システムの構築

  データ利用者がデータを検索し、ブラウザ上でデータ解析（グラフ表示など）ができる

場や研究者同士の意見交流の場を提供することも将来的には必要となると考えられる。

  これは、提供されたデータやメタ情報を元により活発な意見交流を行うことと、異なる

事業のデータをメタ情報で結び付け、複数事業のデータを解析することを主な目的として

いる。

  地球環境の諸現象は、様々な要因が複雑に絡み合って生じることが明らかになりつつあ

る。例えば、地球温暖化は、オゾン層の破壊と相互に関係しているとも言われている。し

たがって、単一事業だけでの観測データを解析するのみならず、ほかの事業のデータとの

比較を行い、複合解析を進めることが新しい知見を得るために必要である。

  この複合解析を推し進めるには、どの事業のどのデータが、ほかのどの事業のデータと

複合解析できるかというデータを検索する機能が不可欠となる。メタ情報は、データの管

理・提供時に使用されるだけでなく、データ検索のキーとしても有効に機能する。

  将来的には、様々な利用者がブラウザ上でこれらのデータを活用した複合解析を行える

システムを目指している。

8. おわりに

  本システムの構築では、様々な事業の地球環境モニタリングデータをいかにして管理す

るかが最も苦労した点である。今後メタ情報を更に充実する必要があり、データ管理と、

データ利用者が利用しやすいデータの提供の両面を考慮に入れたメタ情報の設計が、今後

の本システムのキーになると考えられる。

  地球環境問題を解決するために新しい観測が今後ますます行われると考えられるが、新

しく観測事業が行われても、メタ情報を使って即座に観測データを管理・提供できるとい

う点で拡張性に優れた手法であるといえる。

  また本システムのメタ情報によるデータ管理手法は、地球環境モニタリングデータの管

理だけでなく、多種多様なデータを管理する様々な場面で有効な手法であり、今後活用す



る場面は多方面に広がると考えられる。

  なお末筆になりましたが、本システム構築に際し、ご指導・ご教示いただいた国立環境

研究所地球環境研究センター殿及びその関係者の方々に対し、深く感謝申し上げます。


